
建設汚泥に関する現状資料１－４ 第２回委員会

1．建設汚泥の排出・再資源化等

(1)建設廃棄物の品目別排出量・最終処分量

(2)建設汚泥の工事区分別排出量

(3)建設汚泥の地域別排出量

(4)建設汚泥の再資源化等率

２．中間処理施設の立地状況

３．再生利用の状況

４．最終処分場の残余容量

５．不適正処理
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1．建設汚泥の排出・再資源化等
(1）建設廃棄物の品目別排出量・最終処分量

コンクリート塊

90万t(12%)

アスファルト

・コンクリート塊

3,000万t(36%)

建設汚泥

800万t (10%)

建設発生木材

500万t (6%)

その他

100万t

(2%)

建設混合廃棄

物300万t (4%)

平成１４年度建設平成１４年度建設廃棄物廃棄物
品目別排出量品目別排出量（国土交通省調査）（国土交通省調査）

合計約８合計約８,,３００万３００万tt

コンクリート塊

3,500万t

(42%) 建設汚泥

270万t 

(38%)

建設混合

廃棄物

220万t (31%)

アスファルト

・コンクリート塊

40万t(5%)

その他

40万t (6%)

建設発生木材

50万t (7%)

平成１４年度建設廃棄平成１４年度建設廃棄物品目別物品目別
最終処分量最終処分量 （国土交通省調査）（国土交通省調査）

合計約７００万合計約７００万tt
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(2)建設汚泥の工事区分別排出量

資料：「平成資料：「平成1414年度建設副産物実態調査」（国土交通省）年度建設副産物実態調査」（国土交通省）

・建設汚泥の排出量は、平成14年度 ８４６万ｔである。

・工事区分別にみると、公共土木７０％、建築２２％、民間土木８％となって
いる。

平成14年度排出量８４６万ｔ

国 ３１万t(4%)

公団・事業団

１９１万t(２３%)

都道府県

１５６万t(１８%)

政令市

１０４万t(１２%)

市町村

１０７万t(１３%)

建築

１８９万t(２２%)

民間土木

６９万t(８%)
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公共土木＝５８８万t
（７０％）



(3)建設汚泥の地域別排出量

建設汚泥の排出量を地域別にみると、関東（1都３県）と近畿で全国の
66%を占めている。

北海道15.4万t(1.8%)

平成14年度排出量８４６万ｔ
4

東北30.0万t(3.6%)

関東（１都３県以外）44.2万t(5.2%)

関東（１都３県）

390.2万t(46.1%)

北陸21.0万t(2.5%)

中部67.4万t

(8.0%)

近畿168.4万t

(19.9%)

中国21.1万t(2.5%)

四国20.3万t(2.4%)
九州・沖縄68.0万t(8.0%)

注)１都３県

埼玉県、千葉県、東京都、

神奈川県

資料：「平成資料：「平成1414年度建設副産物実態調査」（国土交通省）年度建設副産物実態調査」（国土交通省）



(4)建設汚泥の再資源化等率（全国）

0 20 40 60 80 100

H7年度 H12年度 H14年度

再資源化 45.3% 縮減 23.3% 68.6%

再資源化 30.1% 縮減 11.1% 41.2%

再資源化
5.8%

縮減
8.0%

13.8%

目標値（H22) ７５％

再資源化等率
（％）

目標値（H22)：

「建設ﾘｻｲｸﾙ推進
計画2002」
（H14.5）における
官民全体の建設
汚泥の再資源化
等率の目標値

最終処分 842.8(86.2％)

①
場外
搬出量

②工事間利用

③中間処理
施設へ

⑤中間処理後再利用

⑥減量化 ⑦中間処理後
　最終処分

盛
土
用
と
し
て

977.5 ④最終処分場へ直送

11.7 (1.2％)

　202.5
(20.7％）

763.3　(78.1％）

78.1(8.0％)

44.9(4.6％)

単位:万トン

79.5 (8.1％)

最終処分 485.5(58.8％）

①
場外
搬出量

②工事間利用

③中間処理
施設へ

⑤中間処理後再利用

⑥減量化
⑦中間処理後
　最終処分

盛
土
用
と
し
て

825.2

④最終処分場へ直送

36.5 (4.4％)

　345.7
(41.9％）

443.0(53.7％）

91.5(11.1％)

211.7(25.7％)

単位:万トン

42.5 (5.2％)

うち、海洋投入
　　　80.5 (9.5％) (31.4％)

現場内利用 13.8

最終処分 265.4

①
場外
搬出量

②工事間利用

③中間処理
施設へ

⑤中間処理後再利用

⑥減量化

⑦中間処理後
　最終処分

盛
土
用
と
し
て

846.0

④最終処分場へ直送

17.1 (2.0％)

　683.7
(80.8％）

145.1(17.2％）

197.3(23.3％)

366.2(43.3％)

単位:万トン

120.3 (14.2％）

【H７年度】 【H12年度】 【H14年度】

※図中の数値は四捨五入の関係上、合計値と一致しない場合がある
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建設汚泥の再資源化等率（関東[1都3県]）

0 20 40 60 80 100

H7年度 H12年度 H14年度

再資源化 38.2% 縮減 26.0% 64.1%

再資源化
26.7%

縮減 8.5% 35.2%

再資源化
6.7%

縮減
9.1%

15.9%

目標値（H22) ７５％

再資源化等率
（％）

目標値（H22)：

「建設ﾘｻｲｸﾙ推進
計画2002」
（H14.5）における
官民全体の建設
汚泥の再資源化
等率の目標値

東京都,神奈川県,埼玉県,千葉県

最終処分 275.9(84.1％)

①
場外
搬出量

②工事間利用

③中間処理
施設へ

⑤中間処理後再利用

⑥減量化

⑦中間処理後
最終処分
55.5(16.9％)

盛
土
用
と
し
て

328.0

④最終処分場へ直送

30.0

2.3 (0.7％)

105.3
(32.1％)

220.4
(67.2％)

(9.1％)

19.8(6.0％)

単位:万トン
最終処分 219.8(64.8％)

①
場外
搬出量

②工事間利用

③中間処理
　施設へ ⑤中間処理後再利用

⑥減量化 ⑦中間処理後
　最終処分

盛
土
用
と
し
て

339.1

130.4

④最終処分場へ直送

28.8

7.5 (2.2％)

(38.5％)

201.2
(59.3％)

(8.5％)

83.0(24.5％)

単位:万トン

18.6(5.5％)

最終処分 140.0(35.9％)

①
場外
搬出量

②工事間利用

③中間処理
施設へ

⑤中間処理後再利用

⑥減量化

⑦中間処理後
最終処分

盛
土
用
と
し
て

390.1

327.1

④最終処分場へ直送

7.0 (1.8％)

(83.8％)

56.0(14.4％）

101.3(26.0％)

141.8 (36.3％)

単位:万トン

84.0 (21.5％）

うち、海洋投入
　　　80.5 (20.6％)

現場内利用 2.3

【H７年度】 【H12年度】 【H14年度】
※図中の数値は四捨五入の関係上、合計値と一致しない場合がある

「建設リサイクルガイドライン」（H10.8通知、H14.5改正通知）及び「建設汚泥リサイクル指針」
（H11.10）の普及及び、「東京都建設泥土リサイクル指針」 （H13.3策定、H16.10改定）による
工事現場からの直接最終処分の禁止等自治体における取組み強化等により、再資源化施
設への搬出率が大幅に向上し、再資源化等率が向上した。
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0 20 40 60 80 100

H7年度 H12年度 H14年度

再資源化 68.3% 縮減 22.8%

91.1%再資源化 42.0% 縮減 11.0% 53.0%

再資源化
3.4%

縮減
5.0%

8.4%

目標値（H22) ７５％

再資源化等率
（％）

建設汚泥の再資源化等率（近畿）

目標値（H22)：

「建設ﾘｻｲｸﾙ推進
計画2002」
（H14.5）における
官民全体の建設
汚泥の再資源化
等率の目標値

福井県,滋賀県,京都府,大阪府,兵庫県,奈良県,和歌山県

最終処分 183.5(91.6％)

①
場外
搬出量

②工事間利用

③中間処理
　施設へ

⑤中間処理後再利用

⑥減量化
⑦中間処理後
　 最終処分

盛
土
用
と
し
て

200.3

16.8

④最終処分場へ直送

0.1(0.0％)

(8.4％)

183.4(91.6％)

10.0(5.0％)

6.7(3.3％)

単位:万トン

0.1(0.0％)

最終処分 53.3(47.0％)

①
場外
搬出量

②工事間利用

③中間処理
施設へ

⑤中間処理後再利用

⑥減量化 ⑦中間処理後
最終処分

盛
土
用
と
し
て

113.4

④最終処分場へ直送

3.6(3.2％)

61.5
(54.2％)

48.3(42.6％)

12.5(11.0％)

44.0(38.8％)

単位:万トン

5.0 (4.4％)

最終処分 15.0(8.9％)

①
場外
搬出量

②工事間利用

③中間処理
施設へ

⑤中間処理後再利用

⑥減量化

⑦中間処理後
最終処分

盛
土
用
と
し
て

168.4

④最終処分場へ直送

38.4

0.3 (0.2％)

161.6
(96.0％）

6.5 (3.9％）

(22.8％）

114.7 (68.1％)

単位:万トン

8.5 (5.1％)

現場内利用 0.8

【H７年度】 【H12年度】 【H14年度】
※図中の数値は四捨五入の関係上、合計値と一致しない場合がある

近畿地方では、大阪湾フェニックス等管理型処分場が整備されており、建設汚泥の処分率が高かったが、
「建設リサイクルガイドライン」（H10.8通知、H14.5改正通知）及び「建設汚泥リサイクル指針」（H11.10） の
普及により、再資源化施設への搬出率が向上した。 7



2．中間処理施設の立地状況

建設汚泥処理施設数

219施設

N

資料：「平成資料：「平成1414年度建設副産物実態調査（施設調査）」（国土交通省）年度建設副産物実態調査（施設調査）」（国土交通省）

建設汚泥処理施設

施設から直線40km圏

凡 例

施設から直線50km圏
（平成14年現在）
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砕石
（路盤材等）
0.0%

ドレーン材
0.0%

流動化処理土
11.4%

セメント副原料
0.0%

土砂代替材
（盛土材等）
88.6%

出荷量
101.1万トン

3．再生利用の状況
（1） 中間処理施設からの建設汚泥再生品の出荷先としては、
土砂代替材が最も多い。

砕石
（路盤材等）
6.0%

ドレーン材
0.0%

流動化処理土
28.4%

セメント副原料
16.2%

土砂代替材
（盛土材等）
49.4%

出荷量
33.2万トン

図：関東（1都3県）の建設汚泥再生品出荷先状況 （H13実績） 図：近畿の建設汚泥再生品出荷先状況 （H13実績）

※全国産業廃棄物連合会アンケート結果

アンケート回答８社

※全国産業廃棄物連合会アンケート結果

アンケート回答４社

関東（1都3県）・・・東京都,神奈川県,埼玉県,千葉県 近畿・・・福井県,滋賀県,京都府,大阪府,兵庫県,奈良県,和歌山県
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245,087

6,043

129,113

建設汚泥
　　搬出量

土砂利用量

建設発生土
　　　搬出量

[千m3]

工事間利用=76,683

工事間利用=76,683

建設発生土受入地

新材

29,344

14,322

1,203
建設汚泥
　　搬出量

土砂利用量

建設発生土
　　　搬出量

[千m3]

工事間利用=7,434

工事間利用=7,434

建設発生土受入地

新材

28,517

11,533

2,786
建設汚泥
　　搬出量

土砂利用量

建設発生土
　　　搬出量

[千m3]

工事間利用=8,547

工事間利用=8,547

建設発生土受入地

新材

（2）建設汚泥排出量と土砂利用量との比較

全国

1都3県

近畿

・建設汚泥を土砂の新材の代わりに利用する場合、需要量は相当量ある

ものの、建設発生土と競合する。

資料：「平成14年度建設副産物実態調査」（国土交通省）※「建設汚泥」については、単体重量を1.4t/m3として換算

東京都

神奈川県

埼玉県

千葉県

福井県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000

35,00030,00025,00020,00015,00010,0005,0000

35,00030,00025,00020,00015,00010,0005,0000
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（3）建設汚泥再生品（市販品）の例

体積比 重量比

土質材料 裏込材 SSG工法 建設発生汚泥 81.5 30000m3 48,000円／m3

（30,000円／tを

1.6t／m3で換算）

㈱三光

中性無機植生
土壌改良材

ST-エコロ 建設発生汚泥 98.7 240ｔ 120,000円／m3

（75,000円／tを

1.6t／m3で換算）

㈱三光

無機汚泥焼成品 サイクライト 無機汚泥 100 500ｔ 24,000円／m3

（15,000円／tを

1.6t／m3で換算）

橘開発㈱
富山土壌研究所

焼成土 マルセラ 建設汚泥（水分60％固
形40％）固形40％の内
粘土分75％程度※建設
汚泥中の30％程度

100 30m3 4,500円／m3 丸は工業㈱

造粒物
（建設汚泥
造粒固化物）

アート・ソイル、
アート・サンド

建設汚泥 93 1000ｔ 800円／m3

(宮城県内のみ)

㈱アクシード

流動化
処理土

流動化処理土 エコソイル 泥土
泥水

60
70

8000m3 9,000円／m3 4,000～

4,500円/m3

（山砂）

㈱ピーエス企画
メトロ開発㈱

路盤材 道路用砕石　F-2.5 リサイクル洗い
砂　F-2.5

建設汚泥（水分60%固形
40%）固形40%の内砂分
15%程度

100 1200m3 3,000円／m3

(運搬費別)

丸は工業㈱

路盤材 ポリナイト 建設汚泥
固化材

80～95
5～20

10000ｔ 1,200円／m3

(運搬費別)

大阪ベンナイト事業
協同組合／
大幸工業㈱

ブロック
（インター
ロッキング
ブロック）

リサイクルレンガ マルハエコロッ
ク

建設汚泥（水分６０％固
形４０％）
固形４０％の内粘土分７
５％程度

100 85000本 2,700円/m2

（インターロッキ
ングブロック）

丸は工業㈱

発砲ビーズ
混合軽量土

発砲ビーズ
混合軽量土

エコソイル-L 泥土、泥水
発泡スチロール破砕片

50～70
50～30

9,500円／m3 （対応する新材
なし）

㈱ピーエス企画

2,000～

3,000円/m3

（購入土）

3,500～

4,000円/m3

（粒度調整砕
石）

月平均
生産量商品名

流通している再生資材商品名 品質が同等の

新材の価格※1

（現着価格）
資材名称 原料となる廃棄物等名称

単価
（現着価格）

問い合わせ先
廃棄物の利用比率(%)

出典「建設用リサイクル資材ハンドブック」（発行：財団法人建設物価調査会）

※1の出典は「建設物価2003年9月」（発行：財団法人建設物価調査会）の関東1都3県価格及びヒアリング結果による 11



４．最終処分場の残余容量
産業廃棄物の最終処分場残余容量は わずか ４．５年分
１年間の産業廃棄物最終処分量4,000万トンを4,000万ｍ3と換算すると、
182百万ｍ3／40百万ｍ3＝4.5

（平成１４年度実績 環境省調査）

0

50

100

150

200

250

H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14

安定型処分場残余容量

管理型処分場残余容量

残
余
容
量
（
百
万
ｍ
３
） 211 212 210 208 211

190 184 176 179 182

80 80 84 87 84 84 82 81 76 73

131 133 126 121 127 106 102 95 103 109

※図中の数値は四捨五入の関係上、
合計値と一致しない場合がある
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5．不適正処理

H15年度末時点の建設汚泥の不法投棄等の残存件数は全国で
１５件、残存量は全国で１６万ｔである。

②残存量
不明
100,579t

0.8%

その他
4,266,013t

33.7%

紙くず
2,969t
0.0%

金属くず
281,285t

2.2%

ガラス陶磁器くず
148,014t　1.2%

廃プラスチック
（廃タイヤ）
130,099t

1.0%

その他
建設系廃棄物

2,396,623t
18.9%

ガレキ類
1,636,199t

12.9%

木くず（建設系）
1,925,756t

15.2%

汚泥（建設系）
160,155t　1.3%

廃プラスチック
（家屋解体）
1,621,871t

12.8%

残存量
12,669,563t

0.0％

①残存件数

その他
462件
19.9%

ガレキ類
454件
19.6%

廃プラスチック
（廃タイヤ）

127件
5.5%

金属くず
107件
4.6%

紙くず
2件　0.1%

ガラス陶磁器くず
26件　1.1%

その他
建設系廃棄物
349件　15.0%

木くず
（建設系）

585件
25.2%

汚泥
（建設系）

15件
0.6%

不明
4件

0.2% 廃プラスチック
（家屋解体）

189件
8.2%

残存件数
2,320件

廃棄物の種類別残存件数 廃棄物の種類別残存量

資料：「平成資料：「平成1616年度不法投棄等産業廃棄物の残存量調査」（環境省）年度不法投棄等産業廃棄物の残存量調査」（環境省）
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